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青森市水道水源保護指導要綱 

 

 

 （目的） 

第１条 この指導要綱は、水道法（昭和３２年法律第１７７号）第２条の趣旨に基づき、

水道水源の保護に関し必要な指導を行い、あわせてその周辺の環境保全に努めることに

より、清浄な水の供給を図り、もって公衆衛生の向上と公共の福祉に寄与することを目

的とする。 

 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

 （１）水源保護区域 本市の水道に係わる水源の集水、涵養区域で、公営企業管理者（以

下「管理者」という。）が指定する区域（別図に掲げる区域）をいう。 

 （２）対象事業 水源保護区域内で行おうとする事業（別表１に掲げる事業）をいう。 

 （３）事業者 水源保護区域内で対象事業を行おうとする者をいう。 

 （４）指導値 対象事業に係わる施設等から排出される水質の基準値（別表２に掲げる

基準値）をいう。 

 

 （市の責務） 

第３条 市は、自然環境の保全に係わる施策を定め、その実現に努めなければならない。 

 

 （管理者の責務） 

第４条 管理者は、水源の保護に係わる施策を定め、その実現に努めなければならない。 

 

 （市民の責務） 

第５条 市民は、市及び管理者の定める自然環境の保全並びに水源の保護に係わる施策に

協力しなければならない。 

 

 （事業者の責務） 

第６条 事業者は、その事業活動によって水道水源を汚濁しないよう、必要な措置を講ず

るとともに、市及び管理者が実施する施策に協力しなければならない。 

 

 （知識の普及等） 

第７条 管理者は、市民及び事業者の水道水源の保護に関する知識の普及及び意識の高揚

を図るため、啓発その他必要な措置を講ずるとともに、市民及び事業者が行う清掃活動

等水源保護に係る自主的活動の助長に努めるものとする。 
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 （水源保護区域の指定） 

第８条 管理者は、水源を保護するため、水源保護区域を指定するものとする。ただし、

当該区域に国有林野を含む場合は、関係行政機関と協議するものとする。 

２ 管理者は、前項の規定により水源保護区域の指定をしたときは、その旨を直ちに公表

するものとする。 

３ 第１項ただし書及び前項の規定は、管理者が水源保護区域を変更し、又は解除しよう

とする場合について準用する。 

 

 （水源保護区域内における規制） 

第９条 水源保護区域内における対象事業の行為規制は、次のとおりとする。 

 （１）入内地区簡易水道水源保護区域では、汚水等（生活雑排水、し尿、排水処理水そ

の他の事業活動に伴い発生する水をいう。以下同じ。）を区域内に排出及び地下浸透

しないよう措置を講ずること。 

 （２）原別配水所水源保護区域（第１区域）では、浅層地下水に影響を及ぼす汚水等の

地下浸透がないよう措置を講ずること。また汚水等を排出する場合は、指導値を満

たすこと。 

 （３）天田内配水所水源保護区域では、深層地下水に影響が及ばないよう措置を講ずる

こと。また汚水等を排出する場合は、指導値を満たすこと。 

 （４）孫内地区簡易水道水源保護区域、岩渡地区簡易水道水源保護区域、細野・相沢地

区簡易水道水源保護区域及び王余魚沢地区簡易水道水源保護区域では、深層地下水

に影響を及ぼす汚水等の地下浸透がないよう措置を講ずること。また汚水等を排出

する場合は、指導値を満たすこと。 

 （５）堤川浄水場水源保護区域及び原別配水所水源保護区域（第２区域）では、汚水等

を排出する場合は、指導値を満たすこと。 

２ 水源保護区域内で、さく井、地下工作及び土地の形質変更等の行為を行う場合は、現

有取水施設の水量及び水質等に影響を与えないよう措置を講ずること。 

３ 水源保護区域内におけるゴルフ場での使用農薬については、管理者と事前に協議する

こと。 

 

 （事前協議） 

第１０条 事業者は、対象事業の実施に伴い、発生する水源に与える影響を防止するため、

あらかじめ管理者と協議しなければならない。 

２ 事前協議に際しては、届出書（別記様式）を提出するものとする。 

３ 管理者は、前項の届出書に別に定める書類の添付を求めることができる。 

４ 管理者は、事業者が第１項の規定による協議をせず、又は協議の見込みがないと認め

るときは、当該事業者に対し、期限を定めて協議するよう要請するものとする。 

 



 －３－

 （一時中止要請等） 

第１１条 管理者は、事業者が第９条の規定に反し水道水源に汚濁等の影響を及ぼすおそ

れが生じると認めるときは、当該事業者に対し、期限を定めて対象事業の是正又は一時

中止を要請することができるものとする。 

２ 管理者は、事業者が第１０条第４項の規定に従わないときは、当該事業者に対し、期

限を定めて対象事業の一時中止を要請することができるものとする。 

 

 （協定の締結） 

第１２条 事業者は、第１０条第１項の規定による協議が整った場合、将来にわたって水

源の保護を図るため、管理者と水源保護協定を締結するものとする。ただし、国の機関

又は地方公共団体が対象事業を行う場合は、この限りでない。 

 

 （立入調査） 

第１３条 管理者は、水道水源を汚濁し、又は汚濁するおそれのある行為を行っている事

業者に対し、この要綱の施行に必要な限度において、その職員をして当該事業者の土地

若しくは建物に立ち入りその状況を調査し、又は関係人に対する指示若しくは指導を行

わせることができる。 

２ 前項の規定により立入調査を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人に

提示しなければならない。 

 

 （公表） 

第１４条 管理者は、事業者が第１１条の規定による対象事業の是正若しくは一時中止の

要請又は第１２条により締結した協定に従わないときは、その旨及び事業者等を公表す

ることができる。 

 

 （関係行政機関等への協力要請） 

第１５条 管理者は、関係行政機関又は他の地方公共団体に対し、水道水源を保護するた

め必要があると認めるときは、協力を要請するものとする。 

 

 （諮問） 

第１６条 管理者は、水源の保護に関する事項について必要があると認めるときは、学識

経験者等から構成する委員会を組織し、意見を聴くことができる。 

 

 （委任） 

第１７条 この要綱の施行に関し必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

 （実施時期） 
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１ この要綱は、平成１７年４月１日から実施する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の実施の日の前日までに、合併前の青森市水道水源保護指導要綱（平成４年

１月４日実施）の規定によりなされた手続きその他の行為は、この要綱の相当規定によ

りなされたものとみなす。 

 

   附 則 

 （実施時期） 

１ この要綱は、平成１８年４月１日から実施する。 

 

   附 則 

 （実施時期） 

１ この要綱は、平成１９年４月１日から実施する。 

 

   附 則 

 （実施時期） 

１ この要綱は、平成２４年５月１日から実施する。 

 

 附 則 

 （実施時期） 

１ この要綱は、平成２７年４月１日から実施する。 

 

 附 則 

 （実施時期） 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から実施する。なお、別記様式については 

平成２９年４月１日に遡り実施する。 

 

 附 則 

 （実施期日） 

１ この要綱は、令和元年５月１日から実施する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、現に存するこの要綱による改正前の青森市水道水源保護指導要  

 綱に規定する様式の用紙は、当分の間、これを取り繕い使用することができる。 

 

 附 則 

 （実施期日） 

１ この要綱は、令和２年７月１日から実施する。 


